
＜大崎さんへの質問＞ 

→都合により、①②はワークライフ・コラボの堀田が対応、③④⑤は公財）みらい

RITA に情報提供をいただきました。 

 

① ジェンダーギャップの解消に興味も問題意識も持っているが、自分の中にもこれま

での人生の中で身についてしまった性差の意識があることにも気づいている。 

私のようなジェンダーギャップの意識を持ってしまっている世代が、これからの

「まだジェンダーギャップの意識を持っていない」子どもたちに対して性差のない

社会を伝えていくためにはどのようなことを意識するべきか？（大学 3 年） 

 

→性別での「らしさ」ではなく、自分らしさを尊重できる環境作りが子どもの頃か

ら大切です。ジェンダーギャップの影響が出やすい、生活の中の各場面に応じた、

ジェンダーに配慮した子どもへの声がけについて考えてみるのはどうでしょうか。

場面としては「家事のこと」「職業選択のこと」「容姿のこと」「趣味嗜好」「結婚」

など。 

性別の違いによって無意識に抱く役割や行動、考え方や見た目などのイメージは、

世代によって違うので、大人の声がけによって、子どもは影響を受けることから

も、日頃それらを周囲の家族や友人と対話してみるもの大切です。（文責：堀田） 

参考：https://kidsline.me/magazine/kyouiku/736#5 

 

② 若者といわれる（20 代）等の世代は、ジェンダー問題に対してどのようなアクシ

ョンや取り組みが必要なのでしょうか。 

 

→ 自分の生き方を「自分で決める」 

• 自分で決めるための「評価軸」「基準」を持つ 

• 自分で決めるためのジェンダー平等、サステナビリティに関連した「情報」を

集めること 

• 変容を地域レベルで目指す。 

• ユースとして提言を行うと政策として取り入れられる可能性があること 

 

参考：https://donutstokyo.org/articles/knowledge/3653/ 

  （講師は大崎麻子さん、大学生が執筆しています）    

 

③ 私は高校で社会科を教えています。先日、社会科教員のオンライン研究会で、高校

の社会科教員に占める女性の割合が約 2 割と低いことが話題に上がりました。し

かし、その理由について『職業選択の自由の結果』と片付ける意見がありました。 

https://kidsline.me/magazine/kyouiku/736#5
https://donutstokyo.org/articles/knowledge/3653/


一方で、ジェンダーバイアスが職業選択に潜在的な影響を及ぼしている可能性も考

えられます。このような状況において、 

１．社会科教員の男女比の偏りをどのように可視化し、議論を深めることができる

のか？ 

２．教育現場でジェンダーバイアスが職業選択に与える影響をどのように伝え、生

徒が主体的に考えられる授業を設計するにはどうすればよいのか？ 

について、ご意見を伺いたいです。 

 

→ぜひ下記を、参考にされてみてください。 

文部科学省 

学校と地域で育む男女共同参画の促進 

https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/kyoudou/detail/1376840_00004.htm 

男女共同参画の推進に向けた教員研修モデルプログラム 

https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/kyoudou/detail/1416258_00002.htm 

内閣府男女共同参画局 

男女共同参画をテーマとした副教材 

https://www.gender.go.jp/public/subtextbooks/index.html 

 

④ いまや「男女間賃金格差」というのは、「賃金テーブル」上は格差などなく、個人

の業績、昇進（人事評価）の問題ではないのか？ 

 

→賃金格差 - 見えない差別について 

厚労省「女性の職業生活における活躍推進プロジェクトチーム」が令和６年４月

より、府省庁の垣根を超え、女性経営者や有識者からのヒアリング、関係府省庁

の構成員からの説明等を重ね、講ずべき対応策について検討し、令和７年３月 26

日の第 11 回会合において、報告をとりまとめました。 

民間部門の差の要因としては大きいのは、「役職」、「勤続年数」、「学歴」とされる

など多く内容が盛り込まれています。 

過去のヒアリングの資料も示唆に富むものが様々あります。 

チームの WEB 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39997.html 

報告書 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_56251.html 

 

⑤ 少子化対策として、不妊治療保険適用やプレコン対策を国がすすめています。（分

娩もあやうく保険適用になりそうですが）また、東京都で無痛分娩の助成も始まる

https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/kyoudou/detail/1376840_00004.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/kyoudou/detail/1416258_00002.htm
https://www.gender.go.jp/public/subtextbooks/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39997.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_56251.html


ようですが、それで少子化が止まることはないと思います。国の対策をどう考えら

れますか？ 

 

→少子化について、様々な研究があります。 

<例> 

内閣府経済社会研究所 

少子化対策・男女共同参画に関する研究 

https://www.esri.cao.go.jp/jp/esri/prj/current_research/child_rearing/child_rea

ring.html 

 

国立社会保障・人口問題研究所 

https://www.ipss.go.jp/syoushika/bunken/sakuin/jinko/jsakuin1.htm 

https://www.esri.cao.go.jp/jp/esri/prj/current_research/child_rearing/child_rearing.html
https://www.esri.cao.go.jp/jp/esri/prj/current_research/child_rearing/child_rearing.html
https://www.ipss.go.jp/syoushika/bunken/sakuin/jinko/jsakuin1.htm

